
貸 借 対 照 表
平成２０年３月３１日現在

（単位：百万円） 富 士 石 油 株 式 会 社

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 191,809 流 動 負 債 184,678
現 金 及 び 預 金 7,628 買 掛 金 45,775
売 掛 金 73,984 短 期 借 入 金 90,255
有 価 証 券 4 一年以内に返済する長期借入金 9,280
製 品 21,856 未 払 金 17,698
半 製 品 15,422 未 払 揮 発 油 税 17,318
原 油 24,206 未 払 法 人 税 等 586
貯 蔵 品 1,814 未 払 費 用 591
未 着 品 40,760 預 り 金 37
前 払 費 用 803 原 油 製 品 借 勘 定 2,779
原 油 製 品 貸 勘 定 1,507 そ の 他 354
繰 延 税 金 資 産 421
そ の 他 3,397

固 定 資 産 151,881 固 定 負 債 50,325
有 形 固 定 資 産 146,330 長 期 借 入 金 18,351

建 物 2,107 退 職 給 付 引 当 金 3,560
油 槽 2,948 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 161
構 築 物 7,943 特 別 修 繕 引 当 金 1,692
機 械 装 置 18,871 修 繕 引 当 金 2,001
工 具 器 具 備 品 等 85 再評価に係る繰延税金負債 24,557
土 地 82,094 そ の 他 0
建 設 仮 勘 定 32,278

無 形 固 定 資 産 550 負 債 合 計 235,003
ソ フ ト ウ ェ ア 495
そ の 他 55

投 資 そ の 他 の 資 産 5,000 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 493
関 係 会 社 株 式 2,129 株 主 資 本 72,584
長 期 貸 付 金 1,136 資 本 金 10,225
繰 延 税 金 資 産 1,309 利 益 剰 余 金 62,359
そ の 他 331 利 益 準 備 金 1,014
貸 倒 引 当 金 △ 400 そ の 他 利 益 剰 余 金 61,344

繰 越 利 益 剰 余 金 61,344

評価・換算差額等 36,103
その他有価証券評価差額金 3
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 2
土 地 再 評 価 差 額 金 36,102

純 資 産 合 計 108,687

資 産 合 計 343,691 負債・純資産合計 343,691



(単位：百万円） 富 士 石 油 株 式 会 社
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損 益 計 算 書

平成１９年 ４月 １日から

平成２０年 ３月３１日まで

科 目 金 額

法 人税、 住民税 及び事 業税

固 定 資 産 処 分 損

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

為 替 差 益

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費



個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

①満期保有目的債券 …… 償却原価法

②子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法

③その他有価証券

（ア）時価のあるもの …… 決算末日の市場価格等に基づく時価法

……（評価差額は、全部純資産直入法により処

……理し、売却原価は、移動平均法により算定）

（イ）時価のないもの …… 移動平均法による原価法

（２）デリバティブ …… 時価法

（３）たな卸資産

①原油・製品・半製品 …… 総平均法による原価法

②未着品 …… 個別法による原価法

③貯蔵品 …… 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

石油化学製品製造装置及び自家発電設備 …… 定率法

上記以外の有形固定資産 …… 定額法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

いる。

（会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成 19 年 3 月 30 日 法律第 6 号）

及び（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成 19年 3月 30 日 政令第 83号））に伴

い、当期より、平成 19年 4月 1 日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ 35百万円減少しております。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、当期より、平成 19年 3月 31 日以前に取得した有形固定資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により帳簿価額が取得価額の 5%

に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の 5%相当額と備忘価額との差額を 5年間

にわたり均等償却し減価償却費に含めて計上しております。これにより、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が 1,666 百万円減少しております。



（２）無形固定資産

定額法によっている。なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっている。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法としている。

（３）長期前払費用

均等償却によっている。なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生していると認められる額を計上している。

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０

年）による定額法により費用処理している。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により、翌事業年度から費用処理している。

（３）役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（４）特別修繕引当金

消防法により定期開放点検が義務付けられている油槽に係る点検修理費用について、当該

点検修理費用の支出実績に基づき、当期に負担すべき額を計上している。

（５）修繕引当金

法定定期修理を２年周期または４年周期で行う機械装置の定期修理費用については、より

適切な期間損益計算を行うため、当該定期修理費用の支出見込額のうち当期に負担すべき

額を計上している。

４. ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用している。ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債務については振

当処理を採用し、また、金利スワップのうち、特例処理の要件を満たす取引については、当該特

例処理を採用している。

５. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

６. 消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式を採用している。



７. 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用している。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 １９９，１５４百万円

２．関係会社に対する短期金銭債権 ９，３２７百万円

関係会社に対する短期金銭債務 ４８，７７４百万円

関係会社に対する長期金銭債権 １，１２７百万円

３．保証債務

被保証者
保証金額

（百万円）
被保証債務の内容

富士石油販売（株） ４５０ 左記会社の取引債務（金額は極度保証額）
従業員 ３１９ 従業員の持家資金借入債務

計 ７６９

４．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

種 類
期末帳簿価額
（百万円）

担保権の種類

建物 １，２８７
油槽 ２，９４８
構築物 ７，９２５
機械装置 １８，８７１
土地 ７８，８８５

工場財団抵当権

計 １０９，９１８

担保に係る債務

内 容
期末残高

（百万円）
長期借入金
（うち、一年内に返済する長期借入金）

２６，１６９）
（８，０８６）

５．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用土地の

再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として、純資産の部に計上している。

再評価の方法 不動産鑑定士による鑑定評価

再評価年月日 平成１２年３月３１日

同法第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 ５１，５３６百万円

６．直接減額による圧縮記帳

国庫補助金により取得価額から控除した額 機械装置等 １９６百万円

保険差益により取得価額から控除した額 機械装置 １２８百万円



Ⅲ 損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

売上高 ３９，３９１百万円

仕入高 ４６４，８１０百万円

その他の営業取引高 ６２０百万円

営業取引以外の取引高 ９８７百万円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

１．当期末における発行済株式の数 普通株式 ２０，４５０，０００株

２. 当期中に行った剰余金の配当に関する事項

平成１９年１１月７日の取締役会において、中間配当について次のとおり決議した。

配当金の総額 １，１６５百万円

一株当たり配当額 ５７円

基準日 平成１９年 ９月３０日

効力発生日 平成１９年１１月 ７日

Ⅴ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因

繰延税金資産の主な発生原因は、修繕引当金、退職給付引当金及び賞与引当金の否認等である。

なお、この他にも土地の再評価に係る繰延税金負債を計上している。

Ⅵ リ－スにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している主なものは、事務用機器

及び車両である。

Ⅶ 関連当事者との取引に関する注記

１．親会社

会社等の名称 ＡＯＣホールディングス（株）
議決権等の所有（被所有）割合 被所有 １００％

役員の兼任等 兼任３名
関係内容

事業上の関係 運転資金の借入、人員派遣
取引の内容 短期資金の借入 取引金額 －
期末残高 科目：短期借入金 ５，４００百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

極度貸付契約（極度額１０，０００百万円）に基づく借入であり、借入利率は市場金利を勘案し

て合理的に決定している。

なお、担保は設定されていない。



２．関連会社の子会社

会社等の名称 Petro Progress Pte Ltd.
議決権等の所有（被所有）割合 間接５０％

役員の兼任等 なし
関係内容

事業上の関係 石油製品の販売及び原油・石油製品の購入
石油製品の販売 取引金額 ３９，３６９百万円

取引の内容
原油の購入 取引金額 ３９７，１１１百万円
科目 売掛金（石油製品代） ８，６５３百万円

期末残高
科目 買掛金（原油代金） ３７，７８９百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）取引価格は市場価格を勘案して一般取引と同様に決定している。

（２）取引高及び債権債務残高には、消費税等は含まれていない。

３．役員

氏 名 白川 進
議決権等の所有（被所有）割合 －

関係内容
当社取締役であり、当社の取引先である東京電力（株）の代表
取締役副社長を兼務
石油製品の販売 取引金額 ６１，５９５百万円
タンクの賃貸 取引金額 ２１１百万円取引の内容
電力の購入 取引金額 １，３２９百万円

売掛金（石油製品代） ６，３７７百万円
売掛金（賃貸料） １８百万円期末残高 科目
未払金（電力料） １１３百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）石油製品の販売価格及びタンク賃貸価格は、市場価格並びにコスト等を勘案して決定して

おり、電力の購入価格は、同社の約款に基づく料金によっている。

（２）債権債務残高には消費税等が含まれており、取引高には消費税等は含まれていない。

（３）上記取引は、いわゆる第三者のための取引であり、一般取引先と同様の取引条件によって

いる。

氏 名 亀井 康夫
議決権等の所有（被所有）割合 －

関係内容
当社取締役であり、当社の取引先である住友化学（株）の代表
取締役専務執行役員を兼務
石油製品等の販売 取引金額 ３０，８４９百万円
石油製品払出業務 取引金額 ９０百万円
石油製品基材の購入 取引金額 ７１９百万円

取引の内容

蒸気の購入 取引金額 ７５百万円
売掛金（石油製品等代） ４，０８１百万円
売掛金（石油製品払出業務料） ２９百万円

買掛金（石油製品基材代） ２２０百万円
期末残高 科目

未払金（蒸気料） ２０百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）石油製品等の販売価格及び石油製品基材の購入価格は、市場価格等を勘案して決定してお

り、石油製品払出業務に係る対価並びに蒸気の購入価格は、コスト等を勘案して決定して

いる。

（２）債権債務残高には消費税等が含まれており、取引高には消費税等は含まれていない。



（３）上記取引は、いわゆる第三者のための取引であり、一般取引先と同様の取引条件によって

いる。

（４）当社の取締役就任日は平成 19 年 6 月 22 日であり、取引金額は取締役就任後の取引を記載

している。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記

１. １株当たり純資産額 ５，３１４円８１銭

２. １株当たり当期純利益額 ３０５円３９銭

Ⅸ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。


